予算要求資料
平成26年度当初予算　　　支出科目　款：総務費　項：消防費　目：消防指導費　　　
	事業名　新消防団応援「インセンティブ制度」導入事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　知事直轄　危機管理部門　消防課　消防係　電話番号：058-272-1111（内2471）

　　　　　　　E-mail：c11193@pref.gifu.lg.jp　　　
	（平成２６年４月１日以降のこの事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）

　危機管理部　消防課　消防係　電話番号：058-272-1111（内2471）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　        E-mail： c11193@pref.gifu.lg.jp


１　事業費　　        　　　10,000千円（前年度予算額：       0千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	10,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	10,000

	決定額
	5,600
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	5,600


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
・近年の社会情勢の変化、とりわけ人口減少の問題は、消防団の運営、活動
等に影響を与え、団員数の減少などの問題を引き起こしている。全国と同
様に、県内でも団員数は減少傾向(特に２０歳代の減少)にあり、団員確保
に苦慮する地域が増えている。
・県は市町村と連携し、Ｈ２２年度以降「消防団確保対策キャンペーン」と
題して、消防団を知ってもらうためのＰＲ活動(啓発ポスター掲示、パン

フレット配布、消防団に係る映画「ふるさとがえり」の上映、ホームペー

ジの運用、新聞・雑誌への掲載等)を中心に事業を展開してきた。
・しかし、ＰＲ活動だけでは、団員確保に十分な効果を得られていないのも

事実である。団員のやる気、士気高揚図れる事業が重要であり、全国的に
も、福利厚生の推進などの処遇改善、士気高揚を図る意味から様々な形で、
優遇措置、応援事業が実施されている。
・県内の市町村でも、先進的に応援事業に取り組んでいるところもある。

県中濃振興局も実施。
　　・地域における消防団を応援する気運を高め、団員の士気高揚が図れる効
　　　果があり、団員確保の一助となる応援事業を県下全域で「広域的」に事

業実施することで、その効果を波及させる。
・また、消防団の全国的組織である(財)日本消防協会からも、「総合的な消

防団員確保対策の展開」として、意見をいただいているところでもある。
（２）事業内容

名称：「ありがとね！消防団水防団応援事業所制度」

　　内容：消防団員、水防団員への割引等のサービスを実施

　　　　　（サービス例：１ドリンクサービス、突出し一品、購入金額の数％割
引など）

　効果：①割引等のサービスを実施し、消防、水防団員をやることのメリットを出す。
 ②応援事業所には、ステッカーを掲示してもらい、地域の多くの事業 所（店舗）が消防団、水防団を応援しようという気運を高めることで、団員のやりがい、士気高揚に繋げる。

　実施主体：岐阜県、岐阜県消防協会、岐阜県水防協会

（全体の手続きは別添のフローチャートのとおり）
（３）県負担の考え方

　　・地域における消防団を応援する気運を高め、団員の士気高揚が図れる効

　　　果がある応援事業を県下全域で「広域的」に事業実施することで、その
効果を広める。
（４）類似事業の有無
有：県子育て家庭応援キャンペーン事業（通称：「ぎふっこカード」）」

キャンペーン参加店舗等から、県民が各種サービスを受ける。
　　　　　・本制度とは制度導入の趣旨、対象が異なる。
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	旅費
	200
	周知、説明用の事務費

	需用費
	4,309
	ステッカー(団員用、事業所用)、ポスター、ＰＲチラシの印刷

	役務費
	1,100
	周知(ＰＲ)、説明用の事務費

	委託料
	4,391
	ＨＰ制作(サーバー調達)、サーバー保守管理

	合計
	 10,000
	


	　決定額の考え方　

ＨＰ制作・サーバー保守管理業務については、外部委託する必要性を精査し、予算計上を見送ります。



４　参考事項

（１）国・他県の状況

	団体名等
	実施の有無

	消防庁
	無

	(財)日本消防協会
	検討中

	愛知県
	無

	三重県
	無

	その他都道府県
	無

	岐阜県
	中濃振興局

	県内市町村
	関市等


　　※「消防団確保対策に係る各都道府県の取組状況調査(H25長崎県が実施)」

の結果によると、都道府県レベルの実施はない。ただし、全国的にも市町
村レベルでの実施はある。
（２）後年度の財政負担
　　・ＨＰサーバーの維持管理費
　　・制度の運営費
（３）事業主体及びその妥当性
　　・消防組織法では、「市町村消防の原則」の観点から、団員確保を含め、

消防団の管理運営は市町村の責務であるとされ、県は「市町村の消防が
十分に行われるよう」補完的に協力するとされている。また、地方自治法

においては、広域にわたるものを県が処理するとされていることから、本

制度を県下全域で事業展開していくためには、県が主体となるのは妥当で
ある。
　　・また、制度の維持管理、運営などの詳細な部分は(一財)県消防協会との連
携して行っていく。
事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　減少傾向にある県内消防団員数を増加させること、団員の士気高揚を図り、団員の維持・確保することで、減災に最も必要な自助・共助の両側面を有する消防団の機能を保持し、来たるべき南海トラフ巨大地震等大規模災害時における安全・安心な地域づくりを目指す。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	人口１０万人当たりの消防団員数
	1,517人
（S44）
	1,023人

（H23）
	1,013人

（H24）
	1,017人

（H25）
	1,006人

（H30）
	101.1％


	登録事業所数
	登録店無
（H25）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	400店舗

（H26）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（平成25度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

・制度の創設・導入に向けた事業所(店舗)登録に向けた県内各店舗(各生活衛生同業組合(14組合、特に利用の多い飲食業中心)・組合員(6,221店舗))との調整。

・同様な趣旨で、利用者(団員)との調整。(各地方協会、各市町村の団長等への制度導入に関する調整)


（平成25年度の成果）

	・平成25年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	　地域防災の中核を担う消防団員の確保につながるため、事業の必要性が高い。
　また、県下全域での事業実施のため、県の関与は妥当。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)
	


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
・制度は平成２６年度スタートであるため、事業所(店舗)登録及び登録店舗への表示証の交付、利用者へのステッカー(団員証明)の配布を早急に行うことで、事業の早期実施に努める。



（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
・事業者(店舗)への制度の周知・ＰＲを図り、登録事業所の店舗数を増やしていく。
・利用者(団員) への制度の周知・ＰＲを図り、利用していただくことで、士気高揚を推進し、団員確保に繋げていく。


